
 

令和５年（２０２３年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第１１１号 

件名：熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準の一部を改正する命令（令和５年内閣府、文部科学省、厚生労働省令第

１号）の施行に伴い、所要の改正を行うもの 

 

 

 

＜改正内容＞ 

第３条第２項の表中「第８条」を「第９条」に改める 

 

 

 

＜施行日＞ 

 公布の日 

 

厚生委員会 

議案説明資料 １ 
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熊本市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第６３号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準 

（平成２６年内閣府、文部科学省、厚生労働省令第１号） 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の一部を改正する命令 

（令和５年内閣府、文部科学省、厚生労働省令第１号）【※令和５年２月３日官報号外第２４号】 

新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

 （職員の数等） 

第五条 【略】 

２ 【略】 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育

（満三歳未満の園児については、その保育。以下同

じ。）に直接従事する職員の数は、次の表の上欄に掲げ

る園児の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める員数

以上とする。ただし、当該職員の数は、常時二人を下っ

てはならない。 

園児の区分 員数 

一 満四歳以上の園児 おおむね三十人につき一人 

二 満三歳以上満四歳

未満の園児 

おおむね二十人につき一人 

三 満一歳以上満三歳

未満の園児 

おおむね六人につき一人 

四 満一歳未満の園児 おおむね三人につき一人 

備考 【略】 

 

   附 則 

 （幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例） 

第七条 一日につき八時間を超えて開所する幼保連携型認

定こども園において、開所時間を通じて必要となる職員

の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員

の数を超える場合における第五条第三項の表備考第一号

に定める者については、当分の間、開所時間を通じて必

要となる職員の総数から、利用定員に応じて置かなけれ

ばならない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、都道

府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認

める者をもって代えることができる。この場合におい

て、当該者は補助者として従事する場合を除き、教育課

程に基づく教育に従事してはならない。 

第八条 第五条第三項の表備考第一号に定める者につい

ては、当分の間、一人に限って、当該幼保連携型認定

 （職員の数等） 

第五条 【略】 

２ 【略】 

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育 

（満三歳未満の園児については、その保育。以下同

じ。）に直接従事する職員の数は、次の表の上欄に掲げ

る園児 の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める員数

以上と する。ただし、当該職員の数は、常時二人を下っ

てはな らない。 

園児の区分 員数 

一 満四歳以上の園児 おおむね三十人につき一人 

二 満三歳以上満四歳

未満の園児 

おおむね二十人につき一人 

三 満一歳以上満三歳

未満の園児 

おおむね六人につき一人 

四 満一歳未満の園児 おおむね三人につき一人 

備考 【略】 

 

   附 則 

 （幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例） 

第七条 一日につき八時間を超えて開所する幼保連携型認

定こども園において、開所時間を通じて必要となる職員 

の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員 

の数を超える場合における第五条第三項の表備考第一号

に定める者については、当分の間、開所時間を通じて必 

要となる職員の総数から、利用定員に応じて置かなけれ 

ばならない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、都道 

府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認

める者をもって代えることができる。この場合におい

て、当該者は補助者として従事する場合を除き、教育課

程に 基づく教育に従事してはならない。 

【新設】 

 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号。以下「法」という。）第１３条第１項の規定

に基づき、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営に関する基準（以下「設備運営基準」

という。）を定めるものとする。 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号。以下「法」という。）第１３条第１項の規定

に基づき、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営に関する基準（以下「設備運営基準」

という。）を定めるものとする。 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、幼保連携型認

定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第

１号。以下「省令」という。）において使用する用語の

例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、幼保連携型認

定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第

１号。以下「省令」という。）において使用する用語の

例による。 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営に関する基準） 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及

び運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１３

条第１項の規定により条例で定める設備運営基準は、

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１３

条第１項の規定により条例で定める設備運営基準は、
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省令に定める基準（省令第７条第６項第１号及び第２

号（省令附則第４条第１項の規定により読み替えられ

たこれらの規定を含む。）に規定する基準を除き、省

令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を

含む。）とする。 

省令に定める基準（省令第７条第６項第１号及び第２

号（省令附則第４条第１項の規定により読み替えられ

たこれらの規定を含む。）に規定する基準を除き、省

令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を

含む。）とする。 

こども園に勤務する保健師、看護師又は准看護師（以

下「看護師等」という。）をもって代えることができ

る。ただし、満一歳未満の園児の数が四人未満である

幼保連携型認定こども園については、子育てに関する

知識と経験を有する看護師等を配置し、かつ、当該看

護師等が保育を行うに当たって第五条第三項の表備考

第一号に定める者による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該看護師等は補助者として

従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事し

てはならない。 

第九条 前三条の規定により第五条第三項の表備考第一号

に定める者を小学校教諭等免許状所持者 、都道府県知

事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める

者又は看護師等をもって代える場合においては、当該小

学校教諭等免許状所持者  、都道府県知事が保育教諭

と同等の知識及び経験を有すると認める者並びに看護

師等の総数は、同項の規定により置かなければならない

職員の数の三分の一を超えてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第八条 前二条の規定により第五条第三項の表備考第一号

に定める者を小学校教諭等免許状所持者又は都道府県知

事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者

       をもって代える場合においては、当該小学

校教諭等免許状所持者並びに都道府県知事が保育教諭と

同等の知識及び経験を有すると認める者       

の総数は、同項の規定により置かなければならない職員 

の数の三分の一を超えてはならない。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中

同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

省令第２条 都道府県 市 

都道府県知事 市長 

省令第３条第１項 都道府県知事 市長 

その管理に属す

る法第２５条に

規定する審議会

その他の合議制

の機関 

熊本市社会福祉審

議会条例（平成１

２年条例第３３

号）第１条の熊本

市社会福祉審議会 

省令第３条第２項 都道府県 市 

省令第６条第５項 位置に設けるこ

とを原則とする 

敷地内に設けなけ

ればならない 

省令第１３条第１

項 

第２項及び第４

項 

第２項及び第４

項、第６条 

省令附則第５条、

第７条及び第９条 

都道府県知事 市長 

 

省令第２条 都道府県 市 

都道府県知事 市長 

省令第３条第１項 都道府県知事 市長 

その管理に属す

る法第２５条に

規定する審議会

その他の合議制

の機関 

熊本市社会福祉審

議会条例（平成１

２年条例第３３

号）第１条の熊本

市社会福祉審議会 

省令第３条第２項 都道府県 市 

省令第６条第５項 位置に設けるこ

とを原則とする 

敷地内に設けなけ

ればならない 

省令第１３条第１

項 

第２項及び第４

項 

第２項及び第４

項、第６条 

省令附則第５条、

第７条及び第８条 

都道府県知事 市長 

 

第４条・第５条 （略） 第４条・第５条 （略） 

   附 則 （略）    附 則（略） 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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令和５年（２０２３年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第１１２号 

件名：熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関

する条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及

び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正す

る告示（令和５年内閣府、文部科学省、厚生労働省告示第１号）等の施行

に伴い、所要の改正を行うもの 

 

 

 

＜改正内容＞ 

第３条第１項中「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大

臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する

基準」を「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部

科学大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準」に改め、同条第２項

の表中「附則第７項」を「附則第８項」に改める 

 

 

 

＜施行日＞ 

 公布の日 

 

厚生委員会 

議案説明資料 ２ 
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熊本市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定要件に関する条例（平成３０年条例第６０号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣

総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準 

（平成２６年内閣府、文部科学省、厚生労働省告示第２号） 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣

総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する件 

（令和５年内閣府、文部科学省、厚生労働省告示第１号）【※令和５年２月３日官報号外第２４号】 

新 旧 

（趣旨） （趣旨）    附 則 

［１～３ 略］ 

４ 第三の一及び四（ただし書の規定を適用する場

合を除く。）により置かなければならない保育士

の資格を有する者については、当分の間、幼稚園

の教員免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の

普通免許状（教育職員免許法（昭和二十四年法律

第百四十七号）第四条第二項に規定する普通免許

状をいう。次項及び附則第八項において同じ。）

を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭

及び養護教諭として従事している者を除く。次項

及び附則第八項において同じ。）をもって代える

ことができる。 

［５・６ 略］ 

７ 第三の一により置かなければならない保育士の

資格を有する者については、当分の間、一人に限

って、当該認定こども園に勤務する保育士、看護

師又は准看護師（以下「看護師等」という。）を

もって代えることができる。ただし、満一歳未満

の子どもの数が四人未満である認定こども園につ

いては、子育てに関する知識と経験を有する看護

師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を行う

に当たって当該認定こども園の保育士の資格を有

する者による支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。 

８ 次の表の上欄に掲げる規定により同表の中欄に

掲げる者について同表の下欄に掲げる者をもって

代える場合においては、同表の下欄に掲げる者の

総数は、第二の一により認定こども園に置くもの

とされる職員の数の三分の一を超えてはならな

い。 

附則第四項 第三の一及び四

（ただし書の規

定を適用する場

幼稚園の教員

免許状又は小

学校教諭若し

   附 則 

［１～３ 略］ 

４ 第三の一及び四（ただし書の規定を適用する場

合を除く。）により置かなければならない保育士

の資格を有する者については、当分の間、幼稚園

の教員免許状又は小学校教諭若しくは養護教諭の

普通免許状（教育職員免許法（昭和二十四年法律

第百四十七号）第四条第二項に規定する普通免許

状をいう。次項及び附則第七項において同じ。）

を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭

及び養護教諭として従事している者を除く。次項

及び附則第七項において同じ。）をもって代える

ことができる。 

［５・６ 略］ 

［項を加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 次の表の上欄に掲げる規定により同表の中欄に

掲げる者について同表の下欄に掲げる者をもって

代える場合においては、同表の下欄に掲げる者の

総数は、第二の一により認定こども園に置くもの

とされる職員の数の三分の一を超えてはならな

い。 

附則第四項 第三の一及び四

（ただし書の規

定を適用する場

幼稚園の教員

免許状又は小

学校教諭若し

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号。以下「法」という。）第３条第１項及び第３項の規定に

基づき、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（以下

「認定こども園」という。）の認定の要件に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号。以下「法」という。）第３条第１項及び第３項の規定に

基づき、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（以下

「認定こども園」という。）の認定の要件に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、次の各号に掲げる

ものについて当該各号に定めるところによるほか、法の例に

よる。 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、次の各号に掲げる

ものについて当該各号に定めるところによるほか、法の例に

よる。 

(1) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設を

いう。 

(1) 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設を

いう。 

ア 法第３条第１項の認定を受けた幼稚園 ア 法第３条第１項の認定を受けた幼稚園 

イ 法第３条第３項に規定する連携施設であって同項の

認定を受けたもの 

イ 法第３条第３項に規定する連携施設であって同項の

認定を受けたもの 

(2) 保育所型認定こども園 法第３条第１項の認定を受けた

保育所をいう。 

(2) 保育所型認定こども園 法第３条第１項の認定を受けた

保育所をいう。 

(3) 地方裁量型認定こども園 法第３条第１項の認定を受け

た保育機能施設をいう。 

(3) 地方裁量型認定こども園 法第３条第１項の認定を受け

た保育機能施設をいう。 

（認定要件） （認定要件） 

第３条 次条から第１６条まで及び附則第２条に定めるものの

ほか、法第３条第１項及び第３項の規定により条例で定める

要件は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づ

き内閣総理大臣及び文部科学大臣       が定める施

設の設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科

学省・厚生労働省告示第２号。以下「告示」という。）に定

める要件（告示第四の六、第五、第六及び附則第５項後段に

規定する要件を除き、告示の改正に際し定められた経過措置

に規定する要件を含む。）とする。 

第３条 次条から第１６条まで及び附則第２条に定めるものの

ほか、法第３条第１項及び第３項の規定により条例で定める

要件は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づ

き内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施

設の設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科

学省・厚生労働省告示第２号。以下「告示」という。）に定

める要件（告示第四の六、第五、第六及び附則第５項後段に

規定する要件を除き、告示の改正に際し定められた経過措置

に規定する要件を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替
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えるものとする。 えるものとする。 合を除く。）に

より置かなけれ

ばならない保育

士の資格を有す

る者 

くは養護教諭

の普通免許状

を有する者 

附則第五項 第三の二により

置かなければな

らない幼稚園の

教員免許状又は

保育士の資格を

有する者 

小学校教諭又

は養護教諭の

普通免許状を

有する者 

附則第六項 第三の一、二及

び四により置か

なければならな

い幼稚園の教員

免許状又は保育

士の資格を有す

る者 

都道府県知事

が幼稚園の教

員免許状又は

保育士の資格

を有する者と

同等の知識及

び経験を有す

ると認める者 

附則第七項 第三の一により

置かなければな

らない保育士の

資格を有する者 

看護師等 

 

合を除く。）に

より置かなけれ

ばならない保育

士の資格を有す

る者 

くは養護教諭

の普通免許状

を有する者 

附則第五項 第三の二により

置かなければな

らない幼稚園の

教員免許状又は

保育士の資格を

有する者 

小学校教諭又

は養護教諭の

普通免許状を

有する者 

附則第六項 第三の一、二及

び四により置か

なければならな

い幼稚園の教員

免許状又は保育

士の資格を有す

る者 

都道府県知事

が幼稚園の教

員免許状又は

保育士の資格

を有する者と

同等の知識及

び経験を有す

ると認める者 

［項を加える。］ 

 

 

 
 

告示第一の二 （略） （略） 

告示第三の二 （略） （略） 

告示第三の三 （略） （略） 

告示第三の四 （略） （略） 

告示第三の五 （略） （略） 

告示第四の三 （略） （略） 

告示第四の七の5 （略） （略） 

告示第四の九 （略） （略） 

告示第八の三 （略） （略） 

告示第八の六 （略） （略） 

告示附則第３項 （略） （略） 

（略） （略） 

告示附則第４項 （略） （略） 

告示附則第５項 （略） （略） 

告示附則第６項 （略） （略） 

（略） （略） 

告示附則第８項 都道府県知事 市長 
 

告示第一の二 （略） （略） 

告示第三の二 （略） （略） 

告示第三の三 （略） （略） 

告示第三の四 （略） （略） 

告示第三の五 （略） （略） 

告示第四の三 （略） （略） 

告示第四の七の5 （略） （略） 

告示第四の九 （略） （略） 

告示第八の三 （略） （略） 

告示第八の六 （略） （略） 

告示附則第３項 （略） （略） 

（略） （略） 

告示附則第４項 （略） （略） 

告示附則第５項 （略） （略） 

告示附則第６項 （略） （略） 

（略） （略） 

告示附則第７項 都道府県知事 市長 
 

第４条～第１６条 （略） 第４条～第１６条 （略）   

附 則 （略） 附 則 （略）   

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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